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熱効率
地球温暖化対策の推進に関する法律

　CO2は、発電時の燃料燃焼以外に、発電所の建設や燃料の採掘・輸送・精製・廃棄物の処理などエネルギーの使用に伴って

発生します。燃焼や工事等のライフサイクル全体でのCO2発生量を、その発電電力量で割ったものが下の図です。

　原子力発電は、これらの間接的な排出も含め、全ての段階を総合的に評価しても、CO2の排出量が少ないといった特徴があ

り、地球温暖化対策として非常に優れた発電方式です。
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,
05年度からの増加量を示す。

※1：玄海原子力3号機運転開始（1994年3月）。 ※2：玄海原子力4号機運転開始（1997年7月）。
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■ 原子力発電等によるCO2排出抑制効果
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■ 電源別のCO2排出原単位

CO2排出抑制量（万トン－CO2）

実際のCO2排出量（万トン－CO2）

■ 各電源の特性

特　長 課　題電　源

・燃料供給の安定性、経済
性に優れる（供給地域が幅
広く分布、原子燃料サイク
ルによる資源有効利用）
・発電時にＣＯ2を発生しない

・高レベル放射性廃棄物
の最終処分
・原子力に対する国民の
理解の醸成

・開発地点（量）が限定
・ダム開発等に伴う環境への影響
・経済性の向上

・開発地点（量）が限定
・ダム開発等に伴う環境へ
の影響

・エネルギー密度が希薄
・経済性の向上
・出力が天候により変動

・発電時にCO2やSOx、
NOxを発生

・廃棄物（石炭灰）の有効活用

・契約形態(長期)の制約
（石炭、石油と比較して
柔軟性が低く硬直的）

・供給の大半を中東に依存
・発電時にCO2やSOx、
NOxを発生

・再生可能エネルギー
・発電時にＣＯ2を発生しない

・需要の変動に対し出力
調整能力に優れる

・再生可能エネルギー
・発電時にＣＯ2を発生しない

・燃料供給の安定性、経済性
に優れる(燃料の賦存量が
多く、供給地域が幅広く分布)

・燃料供給の安定性に比
較的優れる(供給地域が
幅広く分布)
・発電時のＣＯ2が他の化
石燃料に比較し少ない

・燃料の運搬・取り扱いが
石炭、LNGと比較して
容易

原子力

再生可能エネルギー
（地熱・一般水力・新エネルギー）

揚水（水力）

火　力
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単位：％■ 電源構成比目標と2006年度実績

ステークホルダーのご意見
温室効果ガスの削減には多大な効果が期待
できるため、九州電力の取り組みに興味を持
っている。 （企業・団体等の環境（又はＣＳＲ）担当者）

ライフサイクルで見た電源別ＣＯ2排出原単位について

（注）発電燃料の燃焼に加え、原料の採掘から発電設備等の建設・燃

料輸送・精製・運用・保守等のために消費されるすべてのエネル

ギーを対象としてCO2排出量を算定。原子力については、現在

計画中の使用済燃料国内再処理・プルサーマル利用（1回リサイ

クルを前提）・高レベル放射性廃棄物処分等を含めて算出。

出典：電力中央研究所報告書

発電燃料燃焼
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火力

LNG
火力

LNG
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太陽光 風力 原子力 地熱 水力

設備・運用

単位： kg-CO2/kWh

0.608
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0.408

0.088 0.038 0.130 0.111 0.053 0.029 0.022 0.015 0.011

0.975

0.742

（注）抑制量試算の考え方：原子力、水力、新エネ、LNGなどによる電力量をLNG以外
の火力発電で賄ったと仮定して算出。
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〔排出抑制目標〕

■ 使用端CO2排出原単位、CO2排出量と販売電力量
CO2排出原単位（kg－CO2/kWh） 販売電力量（億kWh）
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  電気の供給面での取り組み

原子力を中核とした電源ベストミックスの推進
　エネルギーセキュリティの確保、経済性および環境への適

合などを総合勘案し、原子力を中核としたバランスのとれた

電源開発の推進による電源ベストミックスの達成や、再生可

能エネルギーの開発・導入などの取り組みなどを通して、

CO2排出量の抑制に努めています。

　特に、発電電力量が全体の41%を占める原子力発電は、

発電時においてCO2を排出せず、CO2排出抑制に大きく寄

与しています。この原子力利用率の向上に努めることにより、

電力供給全体としてのCO2排出量を減らすことができます。

　今後緩やかながらも着実に増加すると予想される電力需

要に対して、既存の原子力発電所の安全安定運転を確保し

た上で最大限効率的に利用することに加え、次期原子力の

開発が必要と考えています。

　なお、次期原子力については、2010年代後半の開発を

目指しており、これにより、年間で約900万トンーCO2が抑

制されると試算しています。

環境活動への取り組み

地球環境問題への取り組み

循環型社会形成への取り組み 

地域環境との共生 

社会との協調
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38

2008～2012年度平均の使用端CO2排出原単位を
1990年度実績比で20%程度低減目標

地球環境問題への取り組み

※：暫定値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に関する法律」等に基づき、国から実績
値が公表されます。

福岡県前原市　白糸の滝
まえばる しらいと

県指定文化財「白糸の滝」。落差24ｍの水量豊かな名瀑です。周囲には、樹齢

300年以上といわれる3本の万龍楓（ばんりゅうかえで）が自生しています。
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　電気の供給面はもとより、お客さまとも一体となった

電気の使用面での取り組みや京都メカニズムの積極的

な活用などを通じて、温室効果ガスの排出抑制に取り

組んでいます。

温室効果ガスの排出抑制
CO2排出抑制目標の設定
　京都議定書第一約束期間（2008～2012年）を目前に控

えていることを踏まえ、CO2排出抑制目標を従来の2010年

度単年度での目標から京都議定書第一約束期間5か年平均で

の目標へ見直し、温暖化問題への取り組みを強化しています。

発電時CO2の排出状況
　2006年度の使用端CO2排出原単位は、0.375kg

ーCO2/kWh※で1990年度実績比で16％の低減となりました。

　1990年度以降16年間で、販売電力量は約1.5倍に増加

しましたが、CO2排出量は1.3倍に止まっています。

　これは、原子力を中核として、LNG火力や自然エネルギー

である水力、地熱などバランスのとれた電源開発を推進する

とともに、原子力利用率の向上、高効率火力の導入による火

力総合熱効率の一層の向上に努めることにより、発電電力量

あたりのCO2排出量が抑制されたためです。なかでも、原子

力発電所2基（236万kW）の開発が大きく寄与しています。

　また、2005年度との比較においては、CO2排出量が130

万トンーCO2（＋4%）増加しました。これは、原子力利用率が計

画どおり82.1％となったものの、定検日数の増加により4.7%

低下（2005年度比）したことや、販売電力量の増加分（＋14

億kWh）を火力発電で賄ったことによるものです。これに伴い

CO2排出原単位は、0.010kgーCO2/kWh（＋3%）の増加と

なりました。
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クルを前提）・高レベル放射性廃棄物処分等を含めて算出。

出典：電力中央研究所報告書
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度単年度での目標から京都議定書第一約束期間5か年平均で

の目標へ見直し、温暖化問題への取り組みを強化しています。

発電時CO2の排出状況
　2006年度の使用端CO2排出原単位は、0.375kg

ーCO2/kWh※で1990年度実績比で16％の低減となりました。

　1990年度以降16年間で、販売電力量は約1.5倍に増加

しましたが、CO2排出量は1.3倍に止まっています。

　これは、原子力を中核として、LNG火力や自然エネルギー

である水力、地熱などバランスのとれた電源開発を推進する

とともに、原子力利用率の向上、高効率火力の導入による火

力総合熱効率の一層の向上に努めることにより、発電電力量

あたりのCO2排出量が抑制されたためです。なかでも、原子

力発電所2基（236万kW）の開発が大きく寄与しています。

　また、2005年度との比較においては、CO2排出量が130

万トンーCO2（＋4%）増加しました。これは、原子力利用率が計

画どおり82.1％となったものの、定検日数の増加により4.7%

低下（2005年度比）したことや、販売電力量の増加分（＋14

億kWh）を火力発電で賄ったことによるものです。これに伴い

CO2排出原単位は、0.010kgーCO2/kWh（＋3%）の増加と

なりました。
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再生可能エネルギー
バイナリー発電
バイオマス
余剰電力

RPS法
新エネルギー
九州グリーン電力基金
自然エネルギー

（財）九州地域産業活性化センター用語集の解説をご覧ください 用語集の解説をご覧ください
地球環境問題
熱効率
SOx
NOx

コンバインドサイクル
熱効率（発電端）
熱効率（送電端）
LNG

送配電ロス
ヒートポンプ給湯器
省エネルギー機器
エコキュート

京都議定書目標達成計画
冷媒
排出原単位
地球温暖化対策の推進に関する法律

算定・報告・公表制度

個人（法人）のお客さま 〉電気料金（契約）のご案内 〉 余剰電力購入メニュー等

関連・詳細はホームページで 検 索九州電力

■ 風力・太陽光・バイオマス発電からの余剰電力契約件数実績
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9
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42

45,060

31
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49 
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年　度

風　力

太陽光

バイオマス

単位：件

1,562
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4,545

’90 ’95 ’00 ’04 ’05 ’06（年度）

907 1,163 1,527

5,987
5,070

5,979

1,424

5,938

■ 地熱・水力発電の発電電力量 単位：百万kWh

地熱 水力

■ 風力・太陽光・バイオマス発電からの余剰電力契約実績
風力発電（千kW） 太陽光発電（千kW） バイオマス発電（千kW）

187
184

228
180

185

230［600］
［516］

［714］

［48］［33］

［154］ 271

213
152

0.004
0.6
47

0
0.04
33

’92 ’95 ’00 ’04 ’05 ’06 （年度）

12
31
111

（注1）契約件数及び契約電力はRPS対象電源分を記載。
（注2）［　］は契約電力の合計値（千kW）。

■ 九州グリーン電力基金助成決定実績（累計）

（注）（財）九州地域産業活性化センター発表。〔　〕内は2006年度決定実績。

助成区分

太陽光

風　力

 件　数

 172 〔36〕

 45 〔12〕

 出力（kW）

 2,713 〔474〕

 281,948 〔40,295〕

 助成額（万円）

 27,431 〔5,833〕

 26,040 〔5,445〕

単位：億kWh■ 新エネルギー等電気基準利用量（義務量）の推移
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32.8
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44.4
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60.7
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11.3

2011

131.5
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13.0

2013

150.5
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2014

160.0

14.6

年　　度

全　　国

九州電力

（注）全国の2008、2009年度、当社の2008～2014年度は推定値。

ステークホルダーのご意見
風力発電や家庭での太陽光発電な
どをもっと積極的に増やす努力をし
ていただきたい。 （お客さま）

唐津北部衛生センター（太陽光発電助成先）
から　つ

■ 送配電ロス率 単位：％

6.2

5.8

5.4

’90 ’95 ’00 （年度）

5.2 5.1

5.5

’04 ’05 ’06

出典：電気事業便覧（2006年度）
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イタリア
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日本
（’05）

九州電力
（’06）

■ 送配電ロス率の各国比較 単位：％

■ エコキュートと従来型燃焼式給湯器とのCO2排出量の比較

100

約32

約68

従来型燃焼式給湯器 エコキュート
（注）同量の水をお湯にする際、従来型燃焼式給湯器（都市ガス使用）を100とした場

合のエコキュートでのCO2削減効果試算量。

※：電気エネルギーを熱量に換算し省エネ効果を算定。なお換算においては、「建築物に係
るエネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準」
［2006年経済産業省・国土交通省告示に掲げられた数値（9.28MJ/kWh）］を使用。

■ 火力発電所総合熱効率
熱効率（発電端） 熱効率（送電端） 火力機の熱効率最高値（設計値）

単位：％

コンバインドサイクル方式の導入

40.66

43.04

46.62

49.00

’90 ’95 ’00 （年度）’04 ’05 ’06

39.1
40.4

39.3 39.339.3

40.8 40.840.9

37.4
38.7

36.4

38.2

（注1）「エコキュートによる給湯（当社電力使用）」－｢従来型燃焼式給湯器による給湯
（都市ガス使用）｣ のCO2削減効果試算量。

（注2）CO2削減効果試算量は、エコキュートの電気使用量に見合うガス量を熱量換算
（ロス修正後）のうえ算定。なお、地域、機器効率、使用条件などによって異なる。
（エコキュート電気使用量：128kWh、従来型燃焼式給湯器ガス使用量：34m3）

（注3）電気のCO2排出原単位は、当社の各年度実績値（全日）を使用し、都市ガスの
CO2排出原単位については、地球温暖化対策の推進に関する法律の「算定・報
告・公表制度」における算定方法・排出係数を使用。

0

’00 ’03 ’04 ’05 ’06

累計販売台数（千台）

CO2削減効果試算量（千トン－CO2）

（年度）

0

■ エコキュート販売に伴うCO2削減効果試算量

3.7
7.0

11.3

19.4

20.5

9.8

39.1

71.3

（注）他社からの電力購入分を含む。

地球環境問題への取り組み

※：加入率（％）＝加入総口数/電灯契約口数
　  電灯契約口数は2005年度末の従量電灯（時間帯別、季時別電灯を含む）契約口数。

※：当社のグループ会社では、みやざきバイオマスリサイクル（株）（11,350kW）、
　 （株）福岡クリーンエナジー(29,200kW）がバイオマス発電を実施。

再生可能エネルギーの推進

地熱・水力発電の推進

　地熱・水力発電は、貴重な純国産エネルギーであり、発電

時にCO2を排出しないなど、環境面でも優れた発電方式です。

　これらは、自然の豊かな地域での開発が主体となるため、

自然景観など周辺環境に配慮しながら、その有効活用に努

めています。

　特に、地熱発電については、九州が地熱資源に恵まれて

いることもあり、全国の設備容量の約4割を占めています。

　2006年4月には、八丁原発電所において、従来の発電

方式では利用できなかった低温の地熱エネルギーも活用で

きる地熱バイナリー発電設備（2,000kW）の営業運転を全

国で初めて開始しました。

風力・太陽光・バイオマス発電の推進

　風力・太陽光発電は、天候の影響を受けやすいなどの課

題はありますが、クリーンで無尽蔵なエネルギーです。

　またバイオマス発電は、化石燃料を代替することで、CO2

排出が抑制されるため、普及・促進に積極的に取り組んでい

ます。

［風力・太陽光発電の推進］

　自社の事業所などに、2006年度末までに3,555kW（風

力発電：3,250kW〈11基〉、太陽光発電：305kW〈20

か所〉）の設備を設置しています。

［お客さまや事業者からの電力購入］

　風力・太陽光・バイオマス発電※などからの電力購入を

通じて、再生可能エネルギーの普及促進に協力しています。

　なお、風力発電については、毎年一定量を計画的に受

付け、これまでに約40万kWの連系を受付けていますが、

2006年8月に公表した九州本土における連系可能量

70万kWを踏まえ、2007年度は、受付規模を従来の約

5万kWから約15万kWに拡大しました。

RPS法への対応

　RPS法に基づく新エネルギー等電気基準利用量（義務量）

は、2003年度より継続して達成しています。

九州グリーン電力基金への協力

　自然エネルギーの普及促進のための取り組みのひとつと

して ｢九州グリーン電力基金｣に協力しており、お客さまから

の拠出金(一口500円/月)の合計と同額程度の寄付を行

うとともに、基金のＰＲ、申込の受付などについて協力して

います。

　この基金は、風力・太陽光発電施設の設置費用を助成す

るために2000年に創設されたもので、(財)九州地域産業

活性化センターが基金運営を行っており、2006年度末時

点での加入口数は8,419口、

加入率は0.13％※となっています。

これは、他地域で運営されてい

るグリーン電力基金と比べて高

い加入率となっています。

れいほく

はっちょうばる

電力設備の効率向上

火力発電設備の効率的運用

　火力発電所の熱効率の向上は、発電用燃料使用量の削減

となり、CO2、SOx、NOxなどの排出抑制につながります。

　2006年度の火力発電所総合熱効率は、新鋭火力である

苓北発電所2号機や新大分発電所（コンバインドサイクル）

などの高効率発電所の高稼働維持により、2005年度と同

様の39.3%（送電端）でした。

　火力発電所総合熱効率が1ポイント向上すると、年間で約

50万トンーCO2の排出抑制となります。

　また、他の化石燃料に比べ、CO2排出量の少ないLNG火

力の利用拡大を検討していきます。

送配電ロスの低減

　発電所で発生する電気がお客さまのもとに届くまでに送

電線や配電線で失われる電気（送配電ロス）の低減に努め

ています。

　2006年度の送配電ロス率は、過去最高レベルの5.1％

まで低減しており、国際的にも低い水準を維持しています。

  電気の使用面での取り組み

ヒートポンプ給湯器等省エネルギー機器の普及
　ヒートポンプ給湯器等の提案により、省エネルギー機器の

普及拡大に努めています。

ヒートポンプ給湯器（エコキュート）

　エコキュートは、ヒートポンプを利用した高効率の給湯器

であり、従来型燃焼式給湯器（都市ガス使用）に比べて約

24％の省エネルギー（1次エネルギーベースにて算定※）

が図られる上、割安な夜間電力を利用するため経済性に優れ、

さらに自然界に存在するCO2を冷媒とするなど、省エネル

ギーと環境の共生を実現する給湯器です。

　また、政府の京都議定書目標

達成計画においても「CO2冷媒

ヒートポンプ給湯器（エコキュ

ート）を2010年までに520

万台普及」させることにより、

民生部門におけるCO2排出量

の抑制を図ることにしています。

省エネ情報の提供
　検針票に「前月使用量」「前年同月使用量」を掲載すると

ともに、電気使用量・電気料金実績

の照会サービスを当社ホームページ

「キレイ・ライフ」にて行っています。
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（財）九州地域産業活性化センター用語集の解説をご覧ください 用語集の解説をご覧ください
地球環境問題
熱効率
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NOx

コンバインドサイクル
熱効率（発電端）
熱効率（送電端）
LNG

送配電ロス
ヒートポンプ給湯器
省エネルギー機器
エコキュート

京都議定書目標達成計画
冷媒
排出原単位
地球温暖化対策の推進に関する法律

算定・報告・公表制度

個人（法人）のお客さま 〉電気料金（契約）のご案内 〉 余剰電力購入メニュー等

関連・詳細はホームページで 検 索九州電力

■ 風力・太陽光・バイオマス発電からの余剰電力契約件数実績
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■ 地熱・水力発電の発電電力量 単位：百万kWh

地熱 水力

■ 風力・太陽光・バイオマス発電からの余剰電力契約実績
風力発電（千kW） 太陽光発電（千kW） バイオマス発電（千kW）

187
184
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230［600］
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（注1）契約件数及び契約電力はRPS対象電源分を記載。
（注2）［　］は契約電力の合計値（千kW）。

■ 九州グリーン電力基金助成決定実績（累計）

（注）（財）九州地域産業活性化センター発表。〔　〕内は2006年度決定実績。

助成区分

太陽光

風　力

 件　数

 172 〔36〕

 45 〔12〕

 出力（kW）

 2,713 〔474〕

 281,948 〔40,295〕

 助成額（万円）

 27,431 〔5,833〕

 26,040 〔5,445〕

単位：億kWh■ 新エネルギー等電気基準利用量（義務量）の推移
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ステークホルダーのご意見
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ていただきたい。 （お客さま）
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■ 送配電ロス率 単位：％
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■ 送配電ロス率の各国比較 単位：％

■ エコキュートと従来型燃焼式給湯器とのCO2排出量の比較
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約32
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従来型燃焼式給湯器 エコキュート
（注）同量の水をお湯にする際、従来型燃焼式給湯器（都市ガス使用）を100とした場

合のエコキュートでのCO2削減効果試算量。

※：電気エネルギーを熱量に換算し省エネ効果を算定。なお換算においては、「建築物に係
るエネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準」
［2006年経済産業省・国土交通省告示に掲げられた数値（9.28MJ/kWh）］を使用。

■ 火力発電所総合熱効率
熱効率（発電端） 熱効率（送電端） 火力機の熱効率最高値（設計値）
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39.1
40.4

39.3 39.339.3

40.8 40.840.9

37.4
38.7

36.4

38.2

（注1）「エコキュートによる給湯（当社電力使用）」－｢従来型燃焼式給湯器による給湯
（都市ガス使用）｣ のCO2削減効果試算量。

（注2）CO2削減効果試算量は、エコキュートの電気使用量に見合うガス量を熱量換算
（ロス修正後）のうえ算定。なお、地域、機器効率、使用条件などによって異なる。
（エコキュート電気使用量：128kWh、従来型燃焼式給湯器ガス使用量：34m3）

（注3）電気のCO2排出原単位は、当社の各年度実績値（全日）を使用し、都市ガスの
CO2排出原単位については、地球温暖化対策の推進に関する法律の「算定・報
告・公表制度」における算定方法・排出係数を使用。

0

’00 ’03 ’04 ’05 ’06

累計販売台数（千台）

CO2削減効果試算量（千トン－CO2）

（年度）

0

■ エコキュート販売に伴うCO2削減効果試算量

3.7
7.0

11.3

19.4

20.5

9.8

39.1

71.3

（注）他社からの電力購入分を含む。

地球環境問題への取り組み

※：加入率（％）＝加入総口数/電灯契約口数
　  電灯契約口数は2005年度末の従量電灯（時間帯別、季時別電灯を含む）契約口数。

※：当社のグループ会社では、みやざきバイオマスリサイクル（株）（11,350kW）、
　 （株）福岡クリーンエナジー(29,200kW）がバイオマス発電を実施。

再生可能エネルギーの推進

地熱・水力発電の推進

　地熱・水力発電は、貴重な純国産エネルギーであり、発電

時にCO2を排出しないなど、環境面でも優れた発電方式です。

　これらは、自然の豊かな地域での開発が主体となるため、

自然景観など周辺環境に配慮しながら、その有効活用に努

めています。

　特に、地熱発電については、九州が地熱資源に恵まれて

いることもあり、全国の設備容量の約4割を占めています。

　2006年4月には、八丁原発電所において、従来の発電

方式では利用できなかった低温の地熱エネルギーも活用で

きる地熱バイナリー発電設備（2,000kW）の営業運転を全

国で初めて開始しました。

風力・太陽光・バイオマス発電の推進

　風力・太陽光発電は、天候の影響を受けやすいなどの課

題はありますが、クリーンで無尽蔵なエネルギーです。

　またバイオマス発電は、化石燃料を代替することで、CO2

排出が抑制されるため、普及・促進に積極的に取り組んでい

ます。

［風力・太陽光発電の推進］

　自社の事業所などに、2006年度末までに3,555kW（風

力発電：3,250kW〈11基〉、太陽光発電：305kW〈20

か所〉）の設備を設置しています。

［お客さまや事業者からの電力購入］

　風力・太陽光・バイオマス発電※などからの電力購入を

通じて、再生可能エネルギーの普及促進に協力しています。

　なお、風力発電については、毎年一定量を計画的に受

付け、これまでに約40万kWの連系を受付けていますが、

2006年8月に公表した九州本土における連系可能量

70万kWを踏まえ、2007年度は、受付規模を従来の約

5万kWから約15万kWに拡大しました。

RPS法への対応

　RPS法に基づく新エネルギー等電気基準利用量（義務量）

は、2003年度より継続して達成しています。

九州グリーン電力基金への協力

　自然エネルギーの普及促進のための取り組みのひとつと

して ｢九州グリーン電力基金｣に協力しており、お客さまから

の拠出金(一口500円/月)の合計と同額程度の寄付を行

うとともに、基金のＰＲ、申込の受付などについて協力して

います。

　この基金は、風力・太陽光発電施設の設置費用を助成す

るために2000年に創設されたもので、(財)九州地域産業

活性化センターが基金運営を行っており、2006年度末時

点での加入口数は8,419口、

加入率は0.13％※となっています。

これは、他地域で運営されてい

るグリーン電力基金と比べて高

い加入率となっています。

れいほく

はっちょうばる

電力設備の効率向上

火力発電設備の効率的運用

　火力発電所の熱効率の向上は、発電用燃料使用量の削減

となり、CO2、SOx、NOxなどの排出抑制につながります。

　2006年度の火力発電所総合熱効率は、新鋭火力である

苓北発電所2号機や新大分発電所（コンバインドサイクル）

などの高効率発電所の高稼働維持により、2005年度と同

様の39.3%（送電端）でした。

　火力発電所総合熱効率が1ポイント向上すると、年間で約

50万トンーCO2の排出抑制となります。

　また、他の化石燃料に比べ、CO2排出量の少ないLNG火

力の利用拡大を検討していきます。

送配電ロスの低減

　発電所で発生する電気がお客さまのもとに届くまでに送

電線や配電線で失われる電気（送配電ロス）の低減に努め

ています。

　2006年度の送配電ロス率は、過去最高レベルの5.1％

まで低減しており、国際的にも低い水準を維持しています。

  電気の使用面での取り組み

ヒートポンプ給湯器等省エネルギー機器の普及
　ヒートポンプ給湯器等の提案により、省エネルギー機器の

普及拡大に努めています。

ヒートポンプ給湯器（エコキュート）

　エコキュートは、ヒートポンプを利用した高効率の給湯器

であり、従来型燃焼式給湯器（都市ガス使用）に比べて約

24％の省エネルギー（1次エネルギーベースにて算定※）

が図られる上、割安な夜間電力を利用するため経済性に優れ、

さらに自然界に存在するCO2を冷媒とするなど、省エネル

ギーと環境の共生を実現する給湯器です。

　また、政府の京都議定書目標

達成計画においても「CO2冷媒

ヒートポンプ給湯器（エコキュ

ート）を2010年までに520

万台普及」させることにより、

民生部門におけるCO2排出量

の抑制を図ることにしています。

省エネ情報の提供
　検針票に「前月使用量」「前年同月使用量」を掲載すると

ともに、電気使用量・電気料金実績

の照会サービスを当社ホームページ

「キレイ・ライフ」にて行っています。
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特定フロン
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排出原単位
使用端CO2排出原単位

地球温暖化対策の推進に関する法律
算定・報告・公表制度
省エネ法
環境負荷

低公害車
クリーンエネルギー車
低燃費車
エコドライブ

アイドリングストップ

Topics

霧島営業所が「環境・エネルギー
優良建築物マーク」を取得

　霧島営業所（2006年2月27日営業開始）の新社屋が、

財団法人建築環境・省エネルギー機構の「環境・エネルギ

ー優良建築物マーク」を取得しました。

　これは、室内環境の基準を満足しつつ

省エネルギーに配慮した建築物について、

「環境・エネルギー優良建築物マーク」

を交付することにより、建築主による省

エネルギーの推

進を図るものです。

　当社建築物の

取得は、今回で4

件目となり、全国

で3番目に多い

取得数となってい

ます。 霧島営業所外観と取得マーク（右上）

きりしま

3.7 4.00.02 0.08 3.7 0.07

’04 ’05 ’06

3.6 3.9

’90 ’95 ’00

単位：万トン－CO2

単位：万トン－CO2

（年度）

1.5
2.1

4.1

■ 火力発電所でのN2O排出量

■ SF6ガスの回収実績（2006年）

取り扱いガス量 回収ガス量 回収率

99%

99%

点検時

撤去時

16.88（40万トン）

4.60（11万トン）

16.74（40万トン）

4.57（11万トン）

※：SF6ガス重量をSF6の温暖化係数（23,900）を用いて、CO2の重量に換算。

※1：自らの事業に関して自らの貨物を継続して貨物輸送事業者に輸送させる者。
※2：2006年度実績は、1億4,000万トンキロ程度。

（　）内は、CO2換算量※

SF6 HFC

’95 ’00 ’04 ’05 ’06 （年度）

17.0

5.9

0 0.01

■ SF6、HFC排出量

世界銀行炭素基金（PCF）
世界銀行が運営する基金で、温室効果ガス排出削減事業へ出資し、出資者に排出
削減量を還元する。
●資金規模：1億8,000万ドル（当社は800万ドル出資）
●出 資 者：6か国政府及び17企業

日本温暖化ガス削減基金（JGRF）
日本政策投資銀行、国際協力銀行を中心に立ち上げられた日本企業による温室
効果ガス排出削減基金で、温室効果ガス排出削減事業へ出資し、出資者に排出削
減量を還元する。
●資金規模：1億4,150万ドル（当社は300万ドルを出資）
●出 資 者：日本政策投資銀行、国際協力銀行のほか31の日本企業

CDM（クリーン開発メカニズム）

京都メカニズムの概要

途上国A途上国A

温室効果ガス排出活動温室効果ガス排出活動

削減活動あり削減活動なし

※途上国には総排出枠がない

資金・技術

JI（共同実施）

ET（排出量取引）

4.7

0.6

5.8 6.1

0.6

5.9

0.6

’90 ’04 ’05 ’06

0.6

5.4

’00

0.6

5.1

’10

0.6

5.4

■ 自家消費電力と自家物流輸送に伴うCO2排出量

（注1）
（注2）

（注3）

自家消費電力に伴う排出は、毎年度の使用端CO2排出原単位を使用して算出。
自家物流輸送に伴う排出は、地球温暖化対策の推進に関する法律の「算定・報告・
公表制度」における算定方法・排出係数を使用して算出。
自家物流輸送には、発電機車は含まない。

事業用・建設工事用電力使用CO2（万トン－CO2）

自家物流輸送CO2（万トン－CO2） 

’95

0.7

7.0

目標値 2010年度のCO2排出量を
1990年度と同等程度に抑制

（年度）

■ コピー用紙購入量・上水使用量
コピー用紙購入量（トン） 上水使用量（m3/人）

（年度）

目標値

’04

36

600

’06

34

579

’05

36

581 600以下

36以下

排出量
排出量
見通し

先進国B
排出枠が増える

削減量

総排出枠

先進国A先進国A

排出枠が減る温室効果ガス排出活動

削減活動あり

総排出枠総排出枠

削減活動なし

資金・技術

代金

排出量

排出枠 排出量

排出量
見通し

先進国B

先進国A 先進国B

先進国A 先進国B

排出枠が増える

総排出枠

排出枠 排出量

削減量

目標値

’04 ’05 ’06 ’09 （年度）
25

■ 車両配車計画

0

（注）［　］は総車両台数。

クリーンエネルギー車（台） 低燃費車（台）

一般車両（台） 特殊車両（台） 総合導入率（%）

113

777

1,847

752

144

1,215

690

83

701

1,985

858

26
41

22

［3,627］ ［3,489］

先進国と途上国が共同で事業を実施し、その削減分を投資国（先進国）が自国の目標達成に利用できる制度

先進国同士が共同で事業を実施し、その削減分を投資国が自国の目標達成に利用できる制度

各国の削減目標達成のため、先進国同士が排出量を売買する制度

教習会で使用されたアイドリングストップ機構付教習車

　福岡市における「エコドライブ推進事業」の一環として実施され

た「エコドライブ教習会」へ参加しました。

　本教習会は、エコドライブに関する知識を習得する前後で同じコ

ースを走行し、エコドライブを意識して運転するかどうかによって燃

費がどのように変化するかを身をもって体験するというもので、エ

コドライブの基本「5-5-5」など、教習会で学んだ内容については、

社員向け情報誌「環境ダイジェスト」を活用し、全社で情報共有を図

りました。

　今後も、このようなエコドライブに関する情報等を全社で共有し

つつ、社外講習会等へも積極的に参加するなどして、社用車燃費の

更なる向上に取り組んでいきます。

エコドライブの基本は「5‐5‐5」

●発進時に5秒間かけて20km/h
　に到達

●5秒間以上停止する場合は、アイ
　ドリングストップ

●走ろうと思う速度よりも、5km/h
　程度抑制

福岡市「エコドライブ推進事業」への参加

70以上

204

2,035

664

272

’00

1

2,812

1,115
［3,952］

［3,354］
［3,175］

1,305

地球環境問題への取り組み

  発電時CO2以外の温室効果ガス排出抑制
　温室効果ガスの排出は、発電時に発生するCO2が99％

以上を占めますが、その他事業活動に伴って発生するN2O、

SF6などの温室効果ガスについても排出量の把握を行うと

ともに、その抑制に向けた取り組みを行っています。

CH4（メタン）
　火力発電所での燃料の燃焼に伴い排出されるCH4は、排

ガス中の濃度が大気中の濃度以下であるため、実質的な排

出はありません。

N2O（一酸化二窒素）
　火力発電所での燃料の燃焼に伴いN2Oが発生しますが、

発電効率の向上等に取り組むことにより、極力排出の抑制に

努めています。

SF6（六フッ化硫黄）
　電力機器の一部に絶縁材としてSF6を使用していますが、

その点検・撤去時にあたっては、SF6ガスを極力大気中に排

出しないように努めています。

HFC（ハイドロフルオロカーボン）
　空調機器の冷媒等に使用されているHFCについては、機

器の点検、撤去時のガス回収を徹底しており、排出量はわず

かです。

PFC（パーフルオロカーボン）
　PFCは一部の変圧器で冷媒および絶縁媒体として使用さ

れている例がありますが、当社での使用はありません。

  京都メカニズム活用への取り組み
　京都メカニズムは、京都議定書の目標達成のために認め

られている国際制度で、各国が協調してコスト効果的に温室

効果ガス削減を実現するものです。

　当社は、世界銀行炭素基金、日本温暖化ガス削減基金の2

つのファンドへの出資等を通じ、温室効果ガス削減量を獲得

するとともに、発展途上国の持続可能な開発などに貢献して

いきます。

オゾン層の保護
　エアコン等に使用されているフロン類の排出抑制に向け

て取り組んでおり、機器点検・撤去時の規制対象フロン回収

の徹底により、特定フロン等（特定フロンと四塩化炭素）の

排出量は、微量な自然漏洩を除いては、2000年度以降ゼ

ロとなっています。

　なお、機器取替や新設時には、規制対象フロン未使用機

器への順次切替や導入を行っています。

ステークホルダーのご意見
京都メカニズムについて
具体的な記載がほしい。

（学生）

  事務所における省エネ・省資源活動

自家消費電力と自家物流輸送に伴うCO2排出量の抑制
　本店や支店、営業所、電力所などのオフィスのほか、発電

所建設や工事用などの電力使用及び自家物流輸送に伴う

2010年度のCO2排出量を、1990年度と同等程度に抑

制することを目標としています。

委託輸送に係る省エネへの取り組み
　省エネ法改正（2006年4月施行）に伴い、新たに「荷主※1」

に対しても省エネの取り組みが義務付けられたことを受け、

委託輸送に係る輸送量※2の把握・届出とともに、今後の省エ

ネ計画を策定し、更なる省エネに取り組むこととしています。

用紙購入量・上水使用量の抑制
　2006年度から、「コピー用紙購入量」と「１人あたりの上

水使用量」をそれぞれ2004年度実績値以下に抑制する目

標を新たに設定し、事務所活動における環境負荷抑制に努

めています。

社用車の低燃費化
　低公害車（クリーンエネルギー車、低燃費車）の総合導入

率（全車両構成比）目標を、2009年度までに70％以上（う

ち、クリーンエネルギー車については、2010年度までに5

％以上）とし、導入に取り組んでいます。
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用語集の解説をご覧ください 用語集の解説をご覧ください
地球環境問題
温室効果ガス
N2O
SF6

CH4（メタン）
温暖化係数
HFC（ハイドロフルオロカーボン）
PFC（パーフルオロカーボン）

京都メカニズム
京都議定書
世界銀行
世界銀行炭素基金（PCF）

日本温暖化ガス削減基金（JGRF）
クリーン開発メカニズム（CDM）
共同実施（JI）
排出量取引（ET）

オゾン層
フロン
規制対象フロン
特定フロン

四塩化炭素自家消費電力
自家物流輸送
排出原単位
使用端CO2排出原単位

地球温暖化対策の推進に関する法律
算定・報告・公表制度
省エネ法
環境負荷

低公害車
クリーンエネルギー車
低燃費車
エコドライブ

アイドリングストップ

Topics

霧島営業所が「環境・エネルギー
優良建築物マーク」を取得

　霧島営業所（2006年2月27日営業開始）の新社屋が、

財団法人建築環境・省エネルギー機構の「環境・エネルギ

ー優良建築物マーク」を取得しました。

　これは、室内環境の基準を満足しつつ

省エネルギーに配慮した建築物について、

「環境・エネルギー優良建築物マーク」

を交付することにより、建築主による省

エネルギーの推

進を図るものです。

　当社建築物の

取得は、今回で4

件目となり、全国

で3番目に多い

取得数となってい

ます。 霧島営業所外観と取得マーク（右上）

きりしま

3.7 4.00.02 0.08 3.7 0.07

’04 ’05 ’06

3.6 3.9

’90 ’95 ’00

単位：万トン－CO2

単位：万トン－CO2

（年度）

1.5
2.1

4.1

■ 火力発電所でのN2O排出量

■ SF6ガスの回収実績（2006年）

取り扱いガス量 回収ガス量 回収率

99%

99%

点検時

撤去時

16.88（40万トン）

4.60（11万トン）

16.74（40万トン）

4.57（11万トン）

※：SF6ガス重量をSF6の温暖化係数（23,900）を用いて、CO2の重量に換算。

※1：自らの事業に関して自らの貨物を継続して貨物輸送事業者に輸送させる者。
※2：2006年度実績は、1億4,000万トンキロ程度。

（　）内は、CO2換算量※

SF6 HFC

’95 ’00 ’04 ’05 ’06 （年度）

17.0

5.9

0 0.01

■ SF6、HFC排出量

世界銀行炭素基金（PCF）
世界銀行が運営する基金で、温室効果ガス排出削減事業へ出資し、出資者に排出
削減量を還元する。
●資金規模：1億8,000万ドル（当社は800万ドル出資）
●出 資 者：6か国政府及び17企業

日本温暖化ガス削減基金（JGRF）
日本政策投資銀行、国際協力銀行を中心に立ち上げられた日本企業による温室
効果ガス排出削減基金で、温室効果ガス排出削減事業へ出資し、出資者に排出削
減量を還元する。
●資金規模：1億4,150万ドル（当社は300万ドルを出資）
●出 資 者：日本政策投資銀行、国際協力銀行のほか31の日本企業

CDM（クリーン開発メカニズム）

京都メカニズムの概要

途上国A途上国A

温室効果ガス排出活動温室効果ガス排出活動

削減活動あり削減活動なし

※途上国には総排出枠がない

資金・技術

JI（共同実施）

ET（排出量取引）

4.7

0.6

5.8 6.1

0.6

5.9

0.6

’90 ’04 ’05 ’06

0.6

5.4

’00
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5.1

’10

0.6

5.4

■ 自家消費電力と自家物流輸送に伴うCO2排出量

（注1）
（注2）

（注3）

自家消費電力に伴う排出は、毎年度の使用端CO2排出原単位を使用して算出。
自家物流輸送に伴う排出は、地球温暖化対策の推進に関する法律の「算定・報告・
公表制度」における算定方法・排出係数を使用して算出。
自家物流輸送には、発電機車は含まない。

事業用・建設工事用電力使用CO2（万トン－CO2）

自家物流輸送CO2（万トン－CO2） 

’95

0.7

7.0

目標値 2010年度のCO2排出量を
1990年度と同等程度に抑制

（年度）

■ コピー用紙購入量・上水使用量
コピー用紙購入量（トン） 上水使用量（m3/人）

（年度）

目標値

’04

36

600

’06

34

579

’05

36

581 600以下

36以下

排出量
排出量
見通し

先進国B
排出枠が増える

削減量

総排出枠

先進国A先進国A

排出枠が減る温室効果ガス排出活動

削減活動あり

総排出枠総排出枠

削減活動なし

資金・技術

代金

排出量

排出枠 排出量

排出量
見通し

先進国B

先進国A 先進国B

先進国A 先進国B

排出枠が増える

総排出枠

排出枠 排出量

削減量

目標値

’04 ’05 ’06 ’09 （年度）
25

■ 車両配車計画

0

（注）［　］は総車両台数。

クリーンエネルギー車（台） 低燃費車（台）

一般車両（台） 特殊車両（台） 総合導入率（%）

113

777

1,847

752

144

1,215

690

83

701

1,985

858

26
41

22

［3,627］ ［3,489］

先進国と途上国が共同で事業を実施し、その削減分を投資国（先進国）が自国の目標達成に利用できる制度

先進国同士が共同で事業を実施し、その削減分を投資国が自国の目標達成に利用できる制度

各国の削減目標達成のため、先進国同士が排出量を売買する制度

教習会で使用されたアイドリングストップ機構付教習車

　福岡市における「エコドライブ推進事業」の一環として実施され

た「エコドライブ教習会」へ参加しました。

　本教習会は、エコドライブに関する知識を習得する前後で同じコ

ースを走行し、エコドライブを意識して運転するかどうかによって燃

費がどのように変化するかを身をもって体験するというもので、エ

コドライブの基本「5-5-5」など、教習会で学んだ内容については、

社員向け情報誌「環境ダイジェスト」を活用し、全社で情報共有を図

りました。

　今後も、このようなエコドライブに関する情報等を全社で共有し

つつ、社外講習会等へも積極的に参加するなどして、社用車燃費の

更なる向上に取り組んでいきます。

エコドライブの基本は「5‐5‐5」

●発進時に5秒間かけて20km/h
　に到達

●5秒間以上停止する場合は、アイ
　ドリングストップ

●走ろうと思う速度よりも、5km/h
　程度抑制

福岡市「エコドライブ推進事業」への参加

70以上

204

2,035

664

272

’00

1

2,812

1,115
［3,952］

［3,354］
［3,175］

1,305

地球環境問題への取り組み

  発電時CO2以外の温室効果ガス排出抑制
　温室効果ガスの排出は、発電時に発生するCO2が99％

以上を占めますが、その他事業活動に伴って発生するN2O、

SF6などの温室効果ガスについても排出量の把握を行うと

ともに、その抑制に向けた取り組みを行っています。

CH4（メタン）
　火力発電所での燃料の燃焼に伴い排出されるCH4は、排

ガス中の濃度が大気中の濃度以下であるため、実質的な排

出はありません。

N2O（一酸化二窒素）
　火力発電所での燃料の燃焼に伴いN2Oが発生しますが、

発電効率の向上等に取り組むことにより、極力排出の抑制に

努めています。

SF6（六フッ化硫黄）
　電力機器の一部に絶縁材としてSF6を使用していますが、

その点検・撤去時にあたっては、SF6ガスを極力大気中に排

出しないように努めています。

HFC（ハイドロフルオロカーボン）
　空調機器の冷媒等に使用されているHFCについては、機

器の点検、撤去時のガス回収を徹底しており、排出量はわず

かです。

PFC（パーフルオロカーボン）
　PFCは一部の変圧器で冷媒および絶縁媒体として使用さ

れている例がありますが、当社での使用はありません。

  京都メカニズム活用への取り組み
　京都メカニズムは、京都議定書の目標達成のために認め

られている国際制度で、各国が協調してコスト効果的に温室

効果ガス削減を実現するものです。

　当社は、世界銀行炭素基金、日本温暖化ガス削減基金の2

つのファンドへの出資等を通じ、温室効果ガス削減量を獲得

するとともに、発展途上国の持続可能な開発などに貢献して

いきます。

オゾン層の保護
　エアコン等に使用されているフロン類の排出抑制に向け

て取り組んでおり、機器点検・撤去時の規制対象フロン回収

の徹底により、特定フロン等（特定フロンと四塩化炭素）の

排出量は、微量な自然漏洩を除いては、2000年度以降ゼ

ロとなっています。

　なお、機器取替や新設時には、規制対象フロン未使用機

器への順次切替や導入を行っています。

ステークホルダーのご意見
京都メカニズムについて
具体的な記載がほしい。

（学生）

  事務所における省エネ・省資源活動

自家消費電力と自家物流輸送に伴うCO2排出量の抑制
　本店や支店、営業所、電力所などのオフィスのほか、発電

所建設や工事用などの電力使用及び自家物流輸送に伴う

2010年度のCO2排出量を、1990年度と同等程度に抑

制することを目標としています。

委託輸送に係る省エネへの取り組み
　省エネ法改正（2006年4月施行）に伴い、新たに「荷主※1」

に対しても省エネの取り組みが義務付けられたことを受け、

委託輸送に係る輸送量※2の把握・届出とともに、今後の省エ

ネ計画を策定し、更なる省エネに取り組むこととしています。

用紙購入量・上水使用量の抑制
　2006年度から、「コピー用紙購入量」と「１人あたりの上

水使用量」をそれぞれ2004年度実績値以下に抑制する目

標を新たに設定し、事務所活動における環境負荷抑制に努

めています。

社用車の低燃費化
　低公害車（クリーンエネルギー車、低燃費車）の総合導入

率（全車両構成比）目標を、2009年度までに70％以上（う

ち、クリーンエネルギー車については、2010年度までに5

％以上）とし、導入に取り組んでいます。


